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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第18期
第１四半期
累計(会計)期間

第17期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
６月30日

自平成19年
４月１日
至平成20年
３月31日

売上高（百万円） 75,085 371,176

経常利益（百万円） 1,525 7,387

四半期（当期）純利益（百万円） 663 4,191

持分法を適用した場合の投資利益

（百万円）
－ －

資本金（百万円） 1,552 1,552

発行済株式総数（株） 329,558 329,554

純資産額（百万円） 18,444 18,619

総資産額（百万円） 67,715 91,000

１株当たり純資産額（円） 55,967.58 56,499.38

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
2,014.24 12,721.50

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
2,012.34 12,708.01

１株当たり配当額（円） － 5,000

自己資本比率（％） 27.2 20.5

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
5,677 －

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△278 －

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△2,271 －

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
4,584 －

従業員数（人） 471 375

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

　３．第17期については、連結財務諸表を作成しているため、キャッシュ・フロー計算書に関する数値を記載してお

りません。
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２【事業の内容】

当第１四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

当第１四半期会計期間において、平成20年４月１日に連結子会社であった株式会社テレコムパークを当社に吸収

合併し、平成20年６月１日に非連結子会社であった株式会社モビテックを当社に吸収合併いたしましたが、事業内容

は当社と同様であります。

なお、当第１四半期会計期間よりセグメント範囲の見直しをしております。決済サービスの取扱高が増え、重要性

が高まったため、PIN（Personal Identification Number）販売システムを利用した商品販売およびプリペイド携帯関連

商品を「決済サービス事業他」としてセグメントを新設しました。この結果、平成20年３月期有価証券報告書と比較

してモバイル事業にはプリペイド携帯関連商品販売が含まれなくなり、ネットワーク事業にはPIN販売システムを利

用した商品販売が含まれなくなっております。

３【関係会社の状況】

当第１四半期会計期間において、連結子会社であった株式会社テレコムパークを当社へ吸収合併いたしました。

４【従業員の状況】

提出会社の状況

　 平成20年６月30日現在

従業員数（人） 471 (3,348)

　（注）１．従業員数は、就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇

用者数は、当第１四半期会計期間の平均人員を（　）内に外数で記載しております。

 　　　 ２. 従業員数が、前期末に比べ96人増加しておりますが、その主な理由は子会社吸収合併による受入れによるもので

あります。なお、平均臨時雇用者数が、前期末に比べ1,631人増加しておりますのも、その主な理由は子会社吸

収合併による受入れによるものであります。
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第２【事業の状況】

１【仕入及び販売の状況】

（１）商品仕入実績

　当第１四半期会計期間の商品仕入実績（商品仕入高及び支払手数料）を事業部門別に示すと、以下のとおりであ

ります。

事業部門別 区分

当第１四半期会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

金額（百万円）

モバイル事業 移動体通信機器 42,594

　 代理店手数料 17,682

　 小計 60,276

ネットワーク事業 その他関連商品 0

　 代理店手数料 2,220

　 小計 2,220

決済サービス事業他 その他関連商品 5,752

　 代理店手数料 149

　 小計 5,901

合計 68,398

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．当社は平成21年３月期より事業区分をモバイル事業、ネットワークその他事業の２セグメントからモバイル事

業、ネットワーク事業、決済サービス事業他の３セグメントに変更いたしました。前期まではモバイル事業に含

めておりましたプリペイド事業および、ネットワークその他に含めておりましたPIN事業を当社の事業内容を

より適切に反映させるため決済サービス事業他に含めることにいたしました。
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（２）販売実績

　当第１四半期会計期間の販売実績（商品売上高及び受取手数料）を事業部門別に示すと、以下のとおりでありま

す。

事業部門別 区分

当第１四半期会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

金額（百万円）

モバイル事業 移動体通信機器 37,829

　 代理店手数料 27,880

　 小計 65,709

ネットワーク事業 その他関連商品 －

　 代理店手数料 3,091

　 小計 3,091

決済サービス事業他 その他関連商品 6,131

　 代理店手数料 152

　 小計 6,284

合計 75,085

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．当社は平成21年３月期より事業区分をモバイル事業、ネットワークその他事業の２セグメントからモバイル事

業、ネットワーク事業、決済サービス事業他の３セグメントに変更いたしました。前期まではモバイル事業に含

めておりましたプリペイド事業および、ネットワークその他に含めておりましたPIN事業を当社の事業内容を

より適切に反映させるため決済サービス事業他に含めることにいたしました。

３．当第１四半期会計期間の主要な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は以下のと

おりであります。

相手先

当第１四半期会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月31日）

金額（百万円） 割合（％）

KDDI㈱ 14,350 19.1

㈱ヤマダ電機 10,619 14.1

㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモ 6,146 8.2

　　　　　（注）　上記の金額には消費税等は含まれておりません。
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２【経営上の重要な契約等】

（１）株式会社エム・エス・コミュニケーションズとの合併契約

当社は、平成20年５月22日開催の取締役会における決議を経て、同日、株式会社エム・エス・コミュニケーション

ズとの間で合併契約を締結いたしました。当該合併契約につきましては、株式会社エム・エス・コミュニケーション

ズでは、平成20年６月25日開催の第14回定時株主総会において、当社では、平成20年６月26日開催の第17回定時株主

総会において承認を得ております。

合併の背景・目的　

当社および株式会社エム・エス・コミュニケーションズ（以下「両社」）の主な事業領域である携帯電話販売市

場は、平成19年12月に累計加入回線が１億回線を超え、特に新規顧客の獲得について、市場は急速な成長期から次第

に成熟期に移行しつつあると言われています。かかる状況の下、市場の成熟化による競争激化に伴い、販売代理店の

再編が加速するにつれて、「資金力」、「組織力」、「情報力」を備えたスケールメリットを活かせる大手販売代理

店の優位性が一層高まることが予想されています。また、携帯電話端末の高機能化、料金プランの多様化により、携帯

電話は益々「説明商品」としての性格を強めており、この意味でも質の高い販売員を数多く擁する大手販売代理店

の担う役割が増大しております。　

こうした事業環境の下、両社は、経営統合により事業規模の拡大と収益基盤の強化を目指すという経営戦略上の選

択肢について、多面的に検討・協議を行ってまいりました。その結果、両社は当社を存続会社、株式会社エム・エス・

コミュニケーションズを消滅会社として、平成20年10月１日を効力発生日とする両社の対等合併を行うことについ

て、平成20年５月22日開催の両社それぞれの取締役会において決議し、同日、本合併契約を締結いたしました。

合併の方法および合併契約の要旨

　① 合併の方法

当社を存続会社とし、株式会社エム・エス・コミュニケーションズを消滅会社として、対等合併により合併

いたします。

　② 合併後の社名（商号）

株式会社ティーガイア

（英文名　T-Gaia Corporation）

　③ 合併比率

株式会社エム・エス・コミュニケーションズの株式１株に対して、当社の普通株式21.9株を割当交付いたし

ます。

　④ 合併比率の算定方法

当社および株式会社エム・エス・コミュニケーションズは、本合併に用いられる合併比率の算定にあたって

公正性を期すため、当社は野村證券株式会社（以下「野村證券」）を、株式会社エム・エス・コミュニケー

ションズは大和証券エスエムビーシー株式会社（以下「大和証券ＳＭＢＣ」）を今回の合併のためのフィナ

ンシャル・アドバイザーとして任命し、それぞれ合併比率の算定を依頼しました。

野村證券は、当社については普通株式が上場しており、市場株価が存在することから市場株価平均法を採用

しました。平成20年５月20日を算定基準日として、算定基準日の終値、当社による平成20年３月期通期業績予想

の修正発表の翌営業日から算定基準日まで（平成20年５月１日～平成20年５月20日）の終値平均、直近１ヶ月

間（平成20年４月21日～平成20年５月20日）の終値平均および直近３ヶ月間（平成20年２月21日～平成20年

５月20日）の終値平均を採用しました。

それに加えて、両社について類似した事業を営む他の上場会社と財務的な観点から比較するため類似会社比

較法による算定、および将来の事業活動の状況を反映するため財務予測に基づくディスカウンテッド・キャッ

シュ・フロー法（以下「ＤＣＦ法」）による算定を行いました。

大和証券ＳＭＢＣは、株式会社エム・エス・コミュニケーションズについてはＤＣＦ法および類似会社比較

法により、当社についてはＤＣＦ法および市場株価法により合併比率を算定しました。　

当社は野村證券による算定結果を参考に、株式会社エム・エス・コミュニケーションズは大和証券ＳＭＢＣ

による算定結果を参考に、それぞれ両社の財務の状況、資産の状況、将来の見通し等の要因を総合的に勘案し、

両社で合併比率について慎重に協議を重ねた結果、平成20年５月22日付にて、最終的に上記合併比率が妥当で

あるとの判断に至りました。

　⑤ 合併により交付する株式の数　

普通株式　233,454株　

　⑥ 合併により増加すべき当社の資本金、準備金および剰余金の額

a）資　本　金　本件合併の直前の株式会社エム・エス・コミュニケーションズの資本金の額

b) 資本準備金　本件合併の直前の株式会社エム・エス・コミュニケーションズの資本準備金の額　

c) 利益準備金　本件合併の直前の株式会社エム・エス・コミュニケーションズの利益準備金の額　

ただし、効力発生日の前日における当社および株式会社エム・エス・コミュニケーションズの財政状態並び

に適用ある会計処理等を考慮して、両社で別途協議の上、合意によりこれを変更することができるものとしま
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す。　

　⑦ 効力発生日

平成20年10月１日　

ただし、合併手続進行上の必要性その他の事由により、両社協議の上、変更する場合があります。　

　⑧ 会社財産の引継　

当社は、効力発生日において、株式会社エム・エス・コミュニケーションズの資産、負債及びこれらに付随す

る全ての権利義務を引き継ぐものとします。　

株式会社エム・エス・コミュニケーションズの概要

　① 住所　

東京都新宿区市谷本村町１番１号　

　② 代表者　

代表取締役会長　宮城　利行　

代表取締役社長　荻野　耕治

　③ 資本金（平成20年３月31日現在）

1,545百万円

　④ 事業の内容

携帯電話等の販売および代理店業務

マイライン、ブロードバンド等通信サービス販売取次業務

　⑤ 経営成績（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）

（単体）　

売上高　　　324,606百万円　

当期純利益　　4,355百万円

　⑥ 財政状態（平成20年３月31日現在）　

（単体）　

資産額　　　 86,910百万円　

負債額　　 　69,717百万円

純資産額　 　17,192百万円

　⑦ 従業員数（平成20年３月31日現在）　

（単体）　　      　1,819人　※ 正社員、出向社員及び契約社員の人数。派遣社員は含まない。

　なお、合併後の統合会社は三井物産株式会社、住友商事株式会社、三菱商事株式会社の関連会社となる予定

であります。

（２）株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモとの代理店契約の再締結

株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモが同社の子会社であった株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ北海道、株式会

社エヌ・ティ・ティ・ドコモ東北、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ東海、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ北

陸、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ関西、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ中国、株式会社エヌ・ティ・ティ

・ドコモ四国および株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ九州を平成20年７月１日付で吸収合併したことにより、株

式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモと全国各地区を対象とする代理店契約書を再締結しております。
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３【財政状態及び経営成績の分析】

（１）業績の状況

　      当第１四半期（平成20年４月～６月）におけるわが国経済は、米国サブプライムローン問題に端を発した世界経

済の減速に広がりがみられる中、原油価格や穀物価格の高騰に伴う物価上昇等により景気の下振れリスクが高

まっております。

携帯電話市場においては、割賦販売による買い替えサイクルの長期化および各社の低廉な割引サービスの提供

による囲い込みが進んだ結果、当第１四半期の携帯電話の純増数は92万台と前年同期比31.0％減となりました。第

３世代携帯電話純増数は271万台となり、引き続き第３世代携帯電話への移行が進んでおります。（社団法人電気

通信事業者協会発表データ）

このような状況下、モバイル事業においては、市場が低調の中、新販売方式（割賦販売等）の導入に伴い、売上高

は減少しましたが（注１）、端末販売価格が安定化し端末１台当たりの採算性が向上したことによって売上総利

益は増加しました。営業利益ベースでは、合併に伴うのれんの償却費等により販管費が増加し、前年同期比減とな

りましたが、物流・在庫管理の一元化等を通じたシナジー実現とコスト削減を図っております。

ネットワーク事業においては、FTTH等光回線サービスの販売が伸長し、売上高は増加しましたが、マイライン市

場におけるNTTグループによる寡占化が進む中、営業利益は前年対比で減少しました。

また、決済サービス事業他では、大手コンビニエンスストア販路の拡大が売上高の増加に貢献しました。

この結果、当第１四半期における業績は、売上高750億85百万円（前年同期比11.7％減）、営業利益17億71百万円

（前年同期比10.0％減）となりましたが、平成20年10月１日に㈱エム・エス・コミュニケーションズとの合併を予

定しており、その合併関連費用が２億25百万円発生したため、経常利益は15億25百万円（前年同期比22.3％減）と

なりました。また、子会社であった株式会社テレコムパークおよび株式会社モビテックを吸収合併したことに伴う

子会社株式の消滅差損が１億65百万円発生し、四半期純利益は６億63百万円（前年同期比40.1％減）となりまし

た。

〔モバイル事業〕

当第１四半期につきましては、平成20年４月１日付で株式会社テレコムパークを、平成20年６月１日付で株式会

社モビテックを吸収合併しました。当第１四半期の当社の販売台数（株式会社モビテックの平成20年４月１日～

５月31日分を含む）は、各通信事業者の端末販売が低調となる中、73万９千台（対前年比12.5％減）となりました。

これ以外にＰＨＳを９千台販売しております。

この結果、同事業における売上高は657億９百万円（前年同期比14.5％減）、営業利益は11億22百万円（前年同期

比10.2％減）となりました。

〔ネットワーク事業〕

当第１四半期につきましては、FTTH等光回線サービスの販売は、有力代理店を中心とする販売体制の拡充が進

み、売上・利益とも順調に伸び、ネットワーク事業の売上高増加に貢献しました。マイラインサービスの獲得回線

数はほぼ計画通りに推移しましたが、前期獲得のマイライン回線に関わるボリュームインセンティブが減少した

こと等によって、営業利益は前年対比減少しました。

この結果、同事業における売上高は30億91百万円（前年同期比5.2％増）、営業利益は５億68百万円（前年同期比

7.5％減）となりました。

〔決済サービス事業他〕

決済サービス事業他では、コンビニ販路拡大によって、PIN（Personal Identification Number）販売システムを利用

した商品販売が増加しましたが、将来を見据えた販売網拡充に伴うシステム開発費用が予想を上回ったため、営業

利益は前年対比減少しました。

この結果、同事業における売上高は62億84百万円（前年同期比20.2％増）、営業利益は79百万円（前年同期比

22.5％減）となりました。

（注１）

お客様が分離プランでの購入を選択された場合、新販売方式（割賦販売等）に伴い、機種に係る販売奨励金に

代わって、端末代金の立替金を通信事業者から受領する方式に変更となり、販売奨励金の受け取りと支払いが共

に無くなることから、売上高だけでなく売上原価も減少しております。
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（２）キャッシュ・フローの状況

当第１四半期会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、期首と比べて34億94百万円増加し45億84百万

円となりました。

　当第１四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期の営業活動の結果、得られた資金は56億77百万円となりました。これは主に税引前当期純利益で

13億45百万円計上したこと、売上債権の減少250億77百万円および、仕入債務の減少200億39百万円によるもので

あります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期の投資活動の結果、使用した資金は２億78百万円となりました。これは主に有形固定資産の取得

による支出１億５百万円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期の財務活動の結果、使用した資金は22億71百万円となりました。これは主に短期借入金の減少16

億円および、配当金の支払６億71百万円によるものであります。

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。

（４）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
（１）主要な設備の状況

　当第１四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

（２）設備の新設、除却等の計画

当第１四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありませ

ん。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 1,160,000

計 1,160,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成20年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年８月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 329,558 329,558
東京証券取引所

（市場第一部）

完全議決権株

式であり、権

利内容に何ら

限定のない当

社における標

準となる株式

計 329,558 329,558 － －

 （注）「提出日現在発行数」には、平成20年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①新株予約権（平成15年２月13日臨時株主総会決議により平成15年２月28日発行）

　
第１四半期会計期間末現在
（平成20年６月30日）

新株予約権の数 107個（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 428株（注）１

新株予約権の行使時の払込金額 130,000円（注）４

新株予約権の行使期間

平成17年２月13日または当社の東京証券取引所第二部へ

の上場日から１年を経過した日のいずれか遅い日から平

成25年２月12日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額

発行価格　：32,500円

資本組入額： 16,250円

新株予約権の行使の条件 （注）５

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）６

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― 

 ②新株予約権（平成16年６月25日定時株主総会決議により平成16年８月３日発行）

　
第１四半期会計期間末現在
（平成20年６月30日）

新株予約権の数 864個（注）２

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 1,728株（注）２

新株予約権の行使時の払込金額 313,676円（注）４

新株予約権の行使期間
平成18年６月25日から

平成26年６月24日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額

発行価格　：156,838円

資本組入額： 78,419円

新株予約権の行使の条件 （注）５

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）６

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― 

 ③新株予約権（平成17年６月28日定時株主総会決議により平成17年８月29日発行）

　
第１四半期会計期間末現在
（平成20年６月30日）

新株予約権の数 1,144個（注）３

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 2,288株（注）３
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第１四半期会計期間末現在
（平成20年６月30日）

新株予約権の行使時の払込金額 359,000円（注）４

新株予約権の行使期間
平成19年６月28日から

平成22年６月27日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額

発行価格　：179,500円

資本組入額： 89,750円

新株予約権の行使の条件 （注）５

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）６

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

　（注）１．新株予約権発行日以降から提出日の前月末現在（平成20年７月31日現在）までに、非取得者（契約辞退者）

の都合で権利を喪失したことにより減少した新株予約権の数は44個、新株予約権の目的となる株式の数は

176株であり、権利行使により減少した新株予約権の数は249個、新株予約権の目的となる株式の数は996株で

あります。　

 　　　 ２．新株予約権発行日以降から提出日の前月末現在（平成20年７月31日現在）までに、非取得者（契約辞退者）の

都合で権利を喪失したことにより減少した新株予約権の数は147個、新株予約権の目的となる株式の数は294

株であり、権利行使により減少した新株予約権の数は185個、新株予約権の目的となる株式の数は370株であ

ります。

 　　　 ３．新株予約権発行日以降から提出日の前月末現在（平成20年７月31日現在）までに、非取得者（契約辞退者）の

都合で権利を喪失したことにより減少した新株予約権の数は152個、新株予約権の目的となる株式の数は304

株であります。

４．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、それぞれの効力の発生の時をもって次の

算式により発行金額を調整致します。また、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げます。

調整後払込金額＝ 調整前払込金額×
１

株式分割または併合の比率

５．権利を付与された者は、権利行使時においても、当社または当社の関係会社の取締役または使用人であるこ

とを要します。ただし、権利行使可能期間中に任期満了による退任、定年退職、その他正当な理由のある場合

の退職により在籍しなくなった場合には、新株予約権割当契約に定める条件により権利を行使できるものと

します。権利を付与された者が、権利行使期間の初日到来後に死亡した場合には、その相続人が新株予約権割

当契約に定める条件により権利を行使できるものとします。また権利行使可能期間内においても行使可能株

数については制限を設けており、権利行使可能開始の日より１年間は付与株数の３分の１まで、２年間は３

分の２まで、２年経過後は全数につき権利行使が可能となっております。その他の条件は当社と被付与者と

の間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによるものとします。

６．権利の譲渡、質入れ、担保の設定、その他一切の処分は認められないものとします。
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（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

　平成20年４月１日～

　平成20年６月30日
4 329,558 0 1,552 0 1,671

 （注）発行済株式総数、資本金および資本準備金の増加は、新株予約権（ストックオプション）の権利行使によるもので

あります。

（５）【大株主の状況】

当第１四半期会計期間において、スパークス・アセット・マネジメント株式会社から平成20年４月４日付け

の大量保有報告書の変更報告書の写しの送付があり、平成20年６月30日現在で27,301株を保有している旨の報

告をうけておりますが、株主名簿の記載内容が確認できないため、当社として実質所有株式数の確認ができま

せん。

なお、スパークス・アセット・マネジメント株式会社の大量保有報告書の変更報告書の写しの内容は以下の

とおりであります。

  

大量保有者 スパークス・アセット・マネジメント株式会社　

住所　 東京都品川区大崎一丁目11番２号ゲートシティ大崎　

保有株券等の数　 株式　27,301株　

株券等保有割合　 8.28％　
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないために記載

することができないことから、直前の基準日（平成20年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

　 平成20年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －　

議決権制限株式（自己株式等） － － －　

議決権制限株式（その他） － － －　

完全議決権株式（自己株式等） －　 － －　

完全議決権株式（その他） 普通株式　329,554　 329,554

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式　

単元未満株式 －　 － －　

発行済株式総数 329,554 － －

総株主の議決権 － 329,554 －

（注）「完全議決権株式（その他）」欄には証券保管振替名義の株式が１株含まれております。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれております。

②【自己株式等】

該当事項はありません。

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
４月

５月 ６月

最高（円） 103,000 151,000 150,000

最低（円） 89,400 95,600 126,000

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20

年６月30日まで）に係る四半期財務諸表について、監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期会計期間末
(平成20年６月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,584 1,089

売掛金 24,916 46,365

たな卸資産 ※1
 20,127

※1
 18,852

未収入金 9,150 13,325

その他 976 2,843

貸倒引当金 △43 △37

流動資産合計 59,710 82,438

固定資産

有形固定資産 ※2, ※3
 917

※2, ※3
 596

無形固定資産

のれん 3,647 138

その他 13 8

無形固定資産合計 3,660 146

投資その他の資産

関係会社株式 － 5,063

敷金 1,957 1,565

その他 1,563 1,262

貸倒引当金 △93 △73

投資その他の資産合計 3,427 7,818

固定資産合計 8,005 8,561

資産合計 67,715 91,000

負債の部

流動負債

買掛金 25,181 42,591

短期借入金 5,800 7,400

未払金 10,537 13,633

預り金 107 564

引当金 278 530

その他 1,678 1,966

流動負債合計 43,582 66,687

固定負債

長期借入金 5,000 5,000

退職給付引当金 556 561

その他 132 132

固定負債合計 5,688 5,693

負債合計 49,271 72,380
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（単位：百万円）

当第１四半期会計期間末
(平成20年６月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成20年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,552 1,552

資本剰余金 1,671 1,671

利益剰余金 15,108 15,268

株主資本合計 18,332 18,492

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 111 127

評価・換算差額等合計 111 127

純資産合計 18,444 18,619

負債純資産合計 67,715 91,000
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（２）【四半期損益計算書】
【第１四半期累計期間】

（単位：百万円）

当第１四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

売上高 75,085

売上原価 67,069

売上総利益 8,016

販売費及び一般管理費 ※
 6,245

営業利益 1,771

営業外収益

受取利息 0

受取配当金 1

受取家賃 4

受取保険料 3

その他 1

営業外収益合計 11

営業外費用

支払利息 31

合併関連費用 225

株式交付費 0

営業外費用合計 257

経常利益 1,525

特別利益

貸倒引当金戻入額 6

固定資産売却益 1

特別利益合計 8

特別損失

抱合せ株式消滅差損 165

減損損失 12

固定資産除却損 4

ゴルフ会員権評価損 2

その他 1

特別損失合計 187

税引前四半期純利益 1,345

法人税、住民税及び事業税 397

法人税等調整額 284

法人税等合計 681

四半期純利益 663
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第１四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 1,345

減価償却費 143

のれん償却額 130

減損損失 12

抱合せ株式消滅差損益（△は益） 165

株式交付費 0

貸倒引当金の増減額（△は減少） △6

賞与引当金の増減額（△は減少） 195

短期解約損失引当金 △52

退職給付引当金の増減額（△は減少） △5

受取利息及び受取配当金 △1

支払利息 31

固定資産売却損益（△は益） △1

固定資産除却損 4

ゴルフ会員権評価損 2

売上債権の増減額（△は増加） 25,077

たな卸資産の増減額（△は増加） △50

仕入債務の増減額（△は減少） △20,039

その他 233

小計 7,185

利息及び配当金の受取額 3

利息の支払額 △31

法人税等の支払額 △1,480

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,677

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △105

有形固定資産の売却による収入 7

ソフトウエアの取得による支出 △6

投資有価証券の取得による支出 △0

貸付けによる支出 △53

貸付金の回収による収入 7

関係会社貸付けによる支出 10

敷金の差入による支出 △16

敷金の回収による収入 52

その他 △173

投資活動によるキャッシュ・フロー △278
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（単位：百万円）

当第１四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の返済による支出 △1,600

新株発行関連の支出 △0

株式の発行による収入 0

配当金の支払額 △671

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,271

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,128

現金及び現金同等物の期首残高 1,089

合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 366

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 4,584
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第１四半期会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

会計処理基準に関する事項の

変更

たな卸資産の評価基準及び評価方法の変更

　従来、商品については先入先出法による低

価法（洗替え方式）、貯蔵品については先

入先出法による原価法によっておりました

が、当第１四半期会計期間より「棚卸資産

の評価に関する会計基準」（企業会計基準

第９号　平成18年７月５日）が適用された

ことに伴い、先入先出法による原価法（貸

借対照表価額については収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法）により算定してお

ります。これによる売上総利益、営業利益、

経常利益および税引前四半期純利益に与え

る影響はありません。

　

【表示方法の変更】

当社直営ショップが収納した通話料のうち電気通信事業者に対する債務が確定したものについては、前事業年度ま

で「預り金」に含めておりましたが、当第１四半期会計期間より「未払金」に含めております。

【追加情報】

当社は、平成20年５月22日開催の取締役会において、当社と株式会社エム・エス・コミュニケーションズとの間で

合併契約書を締結することを決議し、同日、当該合併契約書を締結いたしました。

１． 結合当事企業の名称及びその事業の内容、企業結合の目的、企業結合日、企業結合の法的形式及び結合後企業の

名称

① 企業の名称

株式会社エム・エス・コミュニケーションズ

② 事業の内容

携帯電話等の販売及び代理店業務

マイライン、プロードバンド等通信サービス販売取次業務

③ 企業結合の目的

当社および株式会社エム・エス・コミュニケーションズ（以下「両社」）の主な事業領域である携帯電

話販売市場は、平成19年12月に累計加入回線が１億回線を超え、特に新規顧客の獲得について、市場は急速な

成長期から次第に成熟期に移行しつつあると言われています。かかる状況の下、市場の成熟化による競争激

化に伴い、販売代理店の再編が加速するにつれて、「資金力」、「組織力」、「情報力」を備えたスケールメ

リットを活かせる大手販売代理店の優位性が一層高まることが予想されています。また、携帯電話端末の高

機能化、料金プランの多様化により、携帯電話は益々「説明商品」としての性格を強めており、この意味でも

質の高い販売員を数多く擁する大手販売代理店の担う役割が増大しております。

こうした事業環境の下、両社は、経営統合により事業規模の拡大と収益基盤の強化を目指すという経営戦

略上の選択肢について、多面的に検討・協議を行ってまいりました結果、本合併契約を締結いたしました。

④ 企業結合日

平成20年10月１日

⑤ 企業結合の法的形式

当社を存続会社とする吸収合併方式であり、株式会社エム・エス・コミュニケーションズは解散いたしま

す。
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⑥ 結合後企業の名称

株式会社　ティーガイア

（英文名　T-Gaia Corporation）

２． 議決権のある株式の交換比率及びその算定方法、交付又は交付予定の株式数、企業結合後の議決権比率及び当該

企業結合の会計上の分類（見込み）

① 議決権のある株式の交換比率

当社　１　　：　株式会社エム・エス・コミュニケーションズ　21.9

② 交換比率の算定方法

当社および株式会社エム・エス・コミュニケーションズは、本合併に用いられる合併比率の算定にあたっ

て公正性を期すため、当社は野村證券株式会社（以下「野村證券」）を、株式会社エム・エス・コミュニ

ケーションズは大和証券エスエムビーシー株式会社（以下「大和証券ＳＭＢＣ」）を今回の合併のための

フィナンシャル・アドバイザーとして任命し、それぞれ合併比率の算定を依頼しました。

野村證券は、当社については普通株式が上場しており、市場株価が存在することから市場株価平均法を採

用しました。平成20年５月20日を算定基準日として、算定基準日の終値、当社による平成20年３月期通気業績

予想の修正発表の翌営業日から算定基準日まで（平成20年５月１日～平成20年５月20日）の終値平均、直近

１ヶ月間（平成20年４月21日～平成20年５月20日）の終値平均および直近３ヶ月間（平成20年２月21日～

平成20年５月20日）の終値平均を採用しました。

それに加えて、両社について類似した事業を営む他の上場会社と財務的な観点から比較するため類似会社

比較法による算定、および将来の事業活動の状況を反映するため財務予測に基づくディスカウンテッド・

キャッシュ・フロー法（以下「ＤＣＦ法」）による算定を行いました。

大和証券ＳＭＢＣは、株式会社エム・エス・コミュニケーションズについてはＤＣＦ法および類似会社比

較法により、当社についてはＤＣＦ法および市場株価法により合併比率を算定しました。

当社は野村證券による算定結果を参考に、株式会社エム・エス・コミュニケーションズは大和証券ＳＭＢ

Ｃによる算定結果を参考に、それぞれ両社の財務の状況、資産の状況、将来の見通し等の要因を総合的に勘案

し、両社で合併比率について慎重に協議を重ねた結果、最終的に上記合併比率が妥当であるとの判断に至り

ました。

③ 交付予定の株式数

普通株式　233,454株

このうち、50,673株については、当社が取得する自己株式（重要な後発事象参照）を充当し、182,781株を新

規に発行する予定です。

④ 結合後企業に対する㈱エム・エス・コミュニケーションズの総体株主が保有することとなる議決権比率

45.6％（予定）

平成20年6月30日現在の当社発行済株式総数で計算しておりますが、合併の効力発生日までにストックオ

プションの行使があった場合には、若干変動する可能性があります。

⑤ 当該企業結合の会計上の分類（見込み）

当該企業結合が取得か持分の結合かの識別につきましては、「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議

会　平成15年10月31日）に従い、共同支配企業の形成及び共通支配下の取引ではないことを確認のうえ、対価

要件、議決権比率要件、議決権比率以外の支配要件を検討した結果、現時点においては、持分の結合と識別さ

れる見込みであり、この場合は、当該合併について持分プーリング法が適用されることになります。

３． 企業結合の結果、処分することが決定された重要な事業

該当事項はありません。　
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第１四半期会計期間末
（平成20年６月30日）

前事業年度末
（平成20年３月31日）

※１．たな卸資産の内訳は次のとおりであります。

商品　　20,103百万円

貯蔵品　　　　24百万円

※１．たな卸資産の内訳は次のとおりであります。

商品　　18,822百万円

貯蔵品　　　　29百万円

※２．有形固定資産の減価償却累計額は、2,696百万円であ

ります。

※３．減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれてお

ります。　

　４．当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため

取引銀行２行と当座貸越契約を締結しております。こ

の契約に基づく当期末の借入金未実行残高は次のとお

りであります。

※２．有形固定資産の減価償却累計額は、1,831百万円であ

ります。

※３．減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれてお

ります。

　４．当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため

取引銀行２行と当座貸越契約を締結しております。こ

の契約に基づく当期末の借入金未実行残高は次のとお

りであります。

当座貸越極度額　 1,100百万円

借入実行残高 －　

計 1,100　

当座貸越極度額　 1,100百万円

　借入実行残高 －　

計 1,100　

（四半期損益計算書関係）

当第１四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

運賃　　　　　　　　　　132百万円

派遣人件費　　　　　　1,087

役員報酬　　　　　　 　　44

従業員給料　　　　　　　573　

臨時勤務者給与　　    1,471

賞与引当金繰入　    　　195

不動産賃借料　　        486

減価償却費　          　137

業務委託費　　          169

のれん償却費　        　130

その他　　　　　　　  1,815
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（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

当第1四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額と関係

（平成20年６月30日現在）

　 （百万円）

現金及び預金勘定 4,584

現金及び現金同等物　 4,584

（株主資本等関係）

当第１四半期会計期間末（平成20年６月30日）及び当第１四半期累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年

６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　329,558株

２．自己株式の種類及び株式数

　該当事項はありません。

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

４．配当に関する事項

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年６月26日

定時株主総会
普通株式 823 2,500 平成20年３月31日 平成20年６月27日 利益剰余金

（企業結合等関係）

当第１四半期会計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

（共通支配下の取引等）

１． 結合当事企業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取引の目的を含む

取引の概要

① 結合当時企業の名称　

株式会社テレコムパーク

② 事業の内容

携帯電話等の販売及び代理店業務

③ 企業結合の法的形式

当社を存続会社とする簡易合併の手続きによる吸収合併方式で、株式会社テレコムパークは解散いたし

ました。

④ 結合後企業の名称

株式会社テレパーク

⑤ 取引の目的を含む取引の概要

株式会社テレコムパークが運営するキャリアショップや有力二次代理店網の獲得を通じた販売網の拡

充、物流及び在庫管理の一元化等を通じたシナジー実現とコスト削減による総合的な企業価値の拡大を早

期に図るべく、平成20年４月１日付で統合いたしました。
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２． 実施した会計処理の概要

「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会　平成15年10月31日）及び「企業結合会計基準及び事業分

離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　最終改正平成19年11月15日）に基づき、共

通支配下の取引として会計処理を実施いたしました。

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期会計期間末
（平成20年６月30日）

前事業年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 55,967.58円 １株当たり純資産額 56,499.38円

２．１株当たり四半期純利益金額等

当第１四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 2,014.24円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
2,012.34円

　（注）１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

　
当第１四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額  

四半期純利益（百万円） 663

普通株主に帰属しない金額（百万円） －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 663

普通株式の期中平均株式数（株） 329,557

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額  

普通株式増加数（株） 310

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要

平成16年（第３回）ストックオプション

新株予約権の数　　　　　　864個

普通株式　　　　　　　　1,728株

平成17年（第４回）ストックオプション

新株予約権の数　　　　　1,144個

普通株式　　　　　　　　2,288株
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（重要な後発事象）

当第１四半期会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

　

当社は、平成20年６月26日開催の取締役会において、会

社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同

法第156条第１項および当社定款の規定に基づき、下記の

とおり自己株式の取得および自己株式の公開買付け（以

下「本公開買付け」）を行うことを決議し、自己株式の取

得を以下のとおり実施いたしました。

１．自己株式の取得および本公開買付け等の目的

主要株主の持株比率を一定水準まで低下させ、上場会

社として適切な流通株式比率を実現すること、および自

己株式の取得により１株当たり株式価値を向上させる

ことにより、当社株式の継続保有を希望する当社一般株

主の皆様の株主利益を最大限に尊重するため。

２．決議内容　

①取得する株式の種類　

普通株式　

②取得する株式の総数　

55,000株（上限）　

③取得価額の総額　

5,280百万円（上限）　

④取得する期間

平成20年６月30日から平成20年８月29日まで　

３．本公開買付け等の概要　

①本公開買付け等の期間　

平成20年６月30日（月曜日）から平成20年７月28日

（月曜日）まで（20営業日）　

②公開買付開始公告日　

平成20年６月30日（月曜日）　

③買付け等の価格　

１株につき、96,000円　

④買付け等の価格の算定根拠等　

平成20年５月22日開催の当社取締役会において、本公

開買付価格は、平成20年５月21日までの直近20営業日に

おける東京証券取引所における当社株式の終値の単純

平均に対して７％ディスカウント（千円未満四捨五

入）となる96,000円と決定いたしました。

⑤買付予定の株式等の数　

普通株式　50,673株　

⑥決済の開始日　

平成20年８月４日（月曜日）　

４．本公開買付け等の結果　

当社普通株式50,673株（4,864百万円）を取得いたし

ました。　
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年８月12日

株式会社テレパーク

取締役会　御中

監査法人トーマツ

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 松岡　幸秀　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 布施　伸章　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社テレパー

クの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第18期事業年度の第１四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20

年６月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー

計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社テレパークの平成20年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

追記情報

重要な後発事象に、自己株式の取得に関する事項が記載されている。

追加情報に、株式会社エム・エス・コミュニケーションズとの合併に関する事項が記載されている。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。　

EDINET提出書類

株式会社テレパーク(E05392)

四半期報告書

30/30


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１仕入及び販売の状況
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態及び経営成績の分析

	第３設備の状況
	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）ライツプランの内容
	（４）発行済株式総数、資本金等の推移
	（５）大株主の状況
	（６）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該四半期累計期間における月別最高・最低株価

	３役員の状況

	第５経理の状況
	１四半期財務諸表
	（１）四半期貸借対照表
	（２）四半期損益計算書
	第１四半期累計期間

	（３）四半期キャッシュ・フロー計算書
	四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更
	表示方法の変更
	追加情報
	注記事項


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

